
平成 14年度独立行政法入国立環境研究所年度計画

第1.業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

1 .効率的な組織の編成

中期計画の達成に向け、効率的かつ機動的に研究等を実施する観点から、研究所の組織体制

の充実を図るとともに、必要に応じて見直しを行う。

2.人材の効率的な活用

-任期付研究員を含め、圏内外の学界、産業界等から幅広く優れた研究者を登用する。

-研究者を研究費により採用する流動研究員制度を活用しつつ、研究者の確保に努める。

-面接による目標管理方式を基本とした職務業績評価制度により、本人の職務能力の向上を図

る。

3.財務の効率化

・競争的資金及び受託業務経費について、平成 14年度の見込額の確保を図るなど、自己収入

の確保に努める。

-大型研究施設の利用、環境微生物等の頒布等研究所の知的・物的能力を所外に有償提供する

ことにより収入の確保に努める。

-会計事務への電子決済システムの段階的な導入等により、事務処理の効率化を図る。

-予算の経済的な執行による支出の削減努力及び r5.業務における環境配慮」の光熱水量の

削減努力により、運営費交付金に係る業務費の少なくとも 1%相当の削減に努める。

4.効率的な施設運用

-スペース課金制度の運用等により、研究施設の合理的・効果的な利用の推進を図る。

-大型実験施設の他機関との共同利用や受託業務での利用等による効率的な施設利用を促進す

る0

・研究施設の計画的な保守管理を行う。

5. 業務における環境配慮

-研究所の環境憲章に基づき、環境配慮の着実な実施を図る。

・グリーン購入法に基づき作成した調達方針に基づき、環境に配慮した物品及びサービスの購

入・使用を徹底する。

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、政府の事務及び事業に関する温室効果ガ

スの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標に準じて、その達成を目指す0

.当面は、環境負荷の削減のための資源 ・エネルギー利用の節約を図るため、研究所の延床面

積あたりの電気・ガスなと‘の光熱水量を、平成 12年度比で概ね 90%以下に維持すること

を目標として、大型実験施設の計画的・効率的利用を含む省エネルギー計画を策定し、これ

に基づき、省エネルギーの計画的な推進を図る。また、エネルギー課金制度についても検討

を進める。

-廃棄物・リサイクルに関する基本方針に基づき、廃棄物等の発生抑制を図るとともに、廃棄

物等のうち有用なもの(循環資源)の循環的な利用等を推進する。



-化学物質の使用等の現状を把握し管理の徹底を図るなど自主的な環境管理の推進に努める。

これらの環境配慮の取組状況をとりまとめ公表する。

6. 業務運営の進行管理

-平成 14年度の研究計画を作成し、公表する0

・重点研究分野の各主要研究課題ごとに定めたリーダーを中心に、研究内容の調整、進行管理

等を行う。

-特に、第 2. 1 (3)のア.重点特別研究プロジェクト及びイ.政策対応型調査研究につい

ては、研究所内部での進行管理に加えて、当該年度の研究計画につ，いて、外部の専門家の評

価・助言を受けながら実施する。

-所内に業務の的確かつ円滑な調整、推進を図るための所内委員会等において、業務運営の実

施状況をモニターしながら、的確な実施を図る。

第 2. 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

1 .環境研究に関する業務

( 1 )環境研究の充実

持続可能な社会の実現を目指し、地球環境の保全、公害の防止、自然環境の保全及び良好

な環境の創出の視点に立って、環境政策立案に資する科学的知見の取得に配慮しつつ、学際

的かつ総合的に環境分野の研究を推進する。

また、環境技術の開発・普及の視点や、圏内外の他機関との協力による研究ネットワーク

の構築の視点にも留意しつつ、以下のとおり環境研究に関する業務を行う。

( 2 )重点研究分野における業務内容

重点研究分野について、別紙 1の内容で研究を行う。

( 3 )研究の構成毎に見る業務内容

ア.重点特別研究プロジェクト

重点特別研究プロジェクトについて、別紙 2の内容で研究を行う。

イ.政策対応型調査・研究

政策対応型調査・研究について、循環型社会形成推進・廃棄物研究センター及び化学物質

環境リスク研究センターにおいて、別紙 3の内容で調査・研究を行う。

ウ.基盤的調査・研究

重点研究分野に係る研究を推進するとともに、長期的な視点に立って、環境研究の基盤と

なる研究及び研究所の研究能力の維持向上を図るための創造的、先導的な調査・研究を行う。

独創的・競争的な研究活動を促すとともに、将来の重点特別研究プロジェク卜等に発展さ

せるべき研究を奨励すること等のため、所内の公募と評価に基づき運営する所内公募研究制

度に基づき、奨励研究 14課題、特別研究 7課題を目途に推進を図る。
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工.知的研究基盤の整備

環境研究基盤技術ラボラトリー及び地球環境研究センターにおいて、別紙4の内容で知的

研究基盤の整備を行うとともに、可能なものから研究所外への提供を行う。

(4 )研究課題の評価・反映

研究活動の効率化・活性化を促進し、すぐれた研究成果を発信するため、研究評価実施要

領に基づき、研究所内及び外部専門家による研究課題の評価を行い、研究資源の配分の決定、

今後の研究の進め方等の検討に反映させる。

( 5 )研究成果の普及、成果の活用促進等

① 研究成果の普及

個々の研究者による学会誌、専門誌等での誌上発表や関連学会、ワークショップ等での口

頭発表を奨励する。

広報・成果普及業務の着実な実施を図るため、所内の広報委員会において業務計画の策定

等を行うとともに、下記により研究成果の幅広い普及に努める。

・「環境儀」の発行など、わかりやすい研究成果報告書の作成

・研究成果のインターネットでの提供

-研究所年報の作成

.研究成果発表会の開催

-テーマに応じたシンポジウム、ワークショ ップ等の開催又はそれらへの参加

② 研究成果の活用促進

知的所有権の獲得・実用化の促進に努めるとともに、共同研究規程等に基づき、産学との

交流を促進する。

③ 研究活動に関する広報・啓発

国立環境研究所二ユース等の定期的発行、ホームページによる発信、大型実験施設の見学

や研究活動の紹介等を行う研究所の一般公開 (4月及び 6月)、学校、企業、自治体等の団体

見学の随時受入等を行うほか、国立環境研究所友の会への協力等を通じて個人、 NPO、企

業など、様々な主体とのコミュニケーションを進める。

2. 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務

環境情報センターにおいて、環境の保全に関する知識の国民への普及を図るとともに、国等

の環境政策及び企業、民間による自主的な環境保全に関する取組を支援するため、圏内外の環

境情報を収集、整備し、これらの情報を容易に利用できるよう、国際的な連携も図りつつ、イ

ンターネ ッ ト等を通じて提供する。

このため、体系的な収集整理、各データの相互利用、総合化、解析等が可能となるようデー

タベース化を進めるとともに、地理情報システム (G I S)を活用した環境情報システムの整

備など、国民にわかりやすい情報提供手法の開発・導入を進める。

特に、予算の重点配分等により、以下のとおり、環境情報の収集、整理及び提供に関する業

務を行う。
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① 環境情報提供システム (EI Cネットホームページ)整備運用業務

. 13年度に行った EICネットの利用者へのアンケートの結果及びホームページ診断士によ

るEICネット全般に関する意見等を踏まえ、より分かりやすい情報の発信に努め、魅力

のあるホームページを目指した改善を行う。

-より質の高いサービスを提供する観点から、環境情報の普及・啓発さらには環境教育をも

視点、に入れた、分かりやすいオリジナルなコンテンツの追加、「圏内及び海外の環境ニュー

ス」や「トピックス」など既に展開している情報発信内容のさらなる充実を図る。

・一方で、引き続き環境情報のポータルサイトとして、環境情報に対するレファレンス・ナ

ビゲーション機能の充実を進める。

② 環境国勢データ地理情報システム(環境G I S)整備運用業務

全国の大気環境監視データ集計値及び公共用水域水質データ集計値についてデータベース

化を進める一方、これらのデータを地域ごとに地図やグラフ表示を行い可視化するとともに、

地形図や規制図等の地理情報と重ね合わせ表示を行うなど、生活に密着した身近な地域環境

に関する情報として、国民が理解しやすく利用しやすい形に加工し、インターネ ットを通じ

て提供する。また、自動車交通騒音など、より生活密着型の地域測定データの追加について、

検討を進める。

③ 研究情報の提供業務

-当研究所の研究成果の電子化を進め、これらを研究所ホームページ等を通じて広く所外に

提供する。また、年報については、研究課題一覧表を追加するほか、構成、内容等を大幅

に変更するとともに、研究所ホームページ上で研究課題の閲覧が可能となるよう整備し、

研究所内外からの利用に供する。

-研究成果等を国民に分かりやすくリライトした刊行物(環境儀)の充実を図るなど、イン

タープリテーション機能の強化に努める。
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第 3.予算(人件費の見積もりを含む。)、収支計画及び資金計画

( 1 ) 予算

平成 14年度収支予算

(単位:百万円)

区 分 金 額

収入

独立行政法人国立環境研究所運営費交付金 9， 5 1 6. 

独立行政法人国立環境研究所施設整備費補助金 240 

無利子借入金 1， 8 5 0 

受託収入 3， 350 

言十 1 4， 956 

支出

業務経費 6， 1 4 2 

うち重点特別研究プロジェク ト関係経費 1， 0 6 1 

うち政策対応型調査 ・研究関係経費 578 

うち環境情報関係経費 349 

施 設整備費 2， 090 

受託経費 3， 350 

人件費 2， 854 

般管理費 520 

計 1 4， 956 
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( 2 )収支計画

平成 4年度収支計画

(単位:百万円)

区 分 金 額

費用の部 12， 911 

経常費用 12， 911 

研究業務費 5， 6 2 6 

受託業務費 3， 3 5 0 

人件費 2， 854 

一般管理費 476 

減価償却費 605 

財務費用 O 

臨時損失 O 

収益の部 12， 911 

運営費交付金収益 8， 956 

受託収入 3， 350 

寄付金収益 O 

資産見返物品受贈額戻入 459 

資産見返運営費交付金戻入 1 4 6 

臨時利益 O 

純利益 O 

目的積立金取崩額 O 

総利益 O 

(注) 1. 収支計画は、予算ベースで計上した。

2. 減価償却費は、交付金収入で購入予定の 50万円以上の有形固定資産及び独立行政

法人移行時無償譲渡分の減価償却累計額を計上した。

3. 減価償却費については、残存価格を 10 %に設定し、定額;去で計算した。

4. 退職手当については、役員退職手当支給基準及び国家公務員退職手当法に基づいて

支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定

している。
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( 3 )資金計画

平成 14年度資金計画

(単位・百万円)

区 分 金 額

資金支出 14， 956 

業務活動による支出 12， 303 

研究業務費 5， 626" 

受託業務費 3， 350 

その他経費 3， 327 

投資活動による支出 2， 650 

有形固定資産の取得による支出 2， 650 

施設整備費の精算による返還金支出 O 

財務活動による支出 O 

翌年度への繰越金 3 

資金収入 14， 956 

業務活動による収入 12， 866 

運営費交付金による収入 9， 5 1 6 

受託収入 3， 350 

投資活動による収入 240 

施設整備費による収入 240 

財務活動による収入 1， 8 5 0 

無利子借入金による収入 1， 8 5 0 

(注) 1 資金計画は、予算ベースで計上した。

2. 業務活動による支出は、有形固定資産取得見込額及び翌年度繰越金を差し引いた額

を計上した。

3. 投資活動による支出は、運営費交付金、施設費補助金及び産業投資特別会計からの

無利子借入金で取得する有形固定資産の取得見込額を計上した。

-7-



第 4. その他業務運営に関する事項

( 1 )施設・設備に関する計画

平成 14年度は、中期計画に基づき、計画的に施設・設備を取得・整備するとともに、業

務の実施状況及び老朽化度合等を勘案し、施設・設備の改修・更新を行うものとする。

( 2 )人事に関する計画

平成 14年度は、中期計画に基づき、重点特別研究プロジェクト及び政策対応型調査・研

究の業務に対応するため、弾力的な研究者の配置を図るとともに、管理・支援部門について

は、研究支援の質の低下を招かないよう配慮し、アウトソーシング可能なものは外部委託に

努めるものとする。
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(別紙 1)重点研究分野の平成 14年度事業計画

重点研究分野 平成 1 4 年度事業計画

1 地球温暖化を始めとする地球環境問題への取り組み

( 1 )温室効果ガスの排出源・吸収源評価と 温室効果ガスの変動要因の一つである陸峨生態系や，胃洋による一酸化炭素の吸収 ，放出を推定する
個別対策の効果評価に関する研究 とともに、それら吸収源の増強や排出抑制に関する研究を行う.具体的には‘

①グローパルな陸域 ー海洋吸収の評価を目的とした酸素/窒素比観測、炭素同位体比観測
②亜大陸規模での二酸化炭素吸収評価を目的とした大気観測、草原生態系の炭素収支を評価する観測

研究
③地岐規模の二酸化炭素変動収支を明らかにするための観測とモデル開発

④⑤ 海洋吸収量変動の年々備差の解明
鉄散布による海洋吸収量の増加実験

⑤運輸部門について、交通需要の地場特性や燃料供給のライフサイロルを考慮した対策効果の評価手
法と有効な対策の普及促進策に関する研究

(2 )地球温暖化に伴う地球環境変動の将来 主要な社会経，膏モデル及び温室効果ガス排出モデルを開発 統合するため、特にバイオ工不jレギ 、
見通しに関する観測 解析・モデリン 省エネ技術.環境負荷除去技術‘リサイウjレ技術の導入可能性とそれらが地戚 ・地球環境保全に与え

"' 
グと影響評価に閲する研究 る影響を評価するためのモデリング技術を開発し‘アジア主護国に適応するとともに、アジア主要国

のシナリオを精織化し、温暖化対策と他の環境対策との関係を分析する.また戦略的デ タベ スを
開発する.また、 各種温室効果気体および各種工アロゾルの測度の空間分布の時間変化を、それらの
ソース排出データから導出する方;去を桧討し.数値実験を実施するとともに、地織気候モデルの開発
を継続するとともに‘全球気候モデルに、過去の排出シナリオデーヲを与えて、過去 100年の気候の
再硯実験を実施する.さらに IPCCによリ開発された将来の社会経済シナリオと、その社会経済
条件を前提とした気候シナリオを用いて‘温暖化の水資源への影響を需要と供給の両面からモデル分
析し 水資源問題が深刻化する地媛を検出する.また‘ 予測される温暖化影響を経済的に緩和するた
めの適応対策のデーヲベース化と 対策データベースに基づく適応対策評価手;去について.予備的検
討を行う.

( 3 )京都議定書及び第 約束期間への我が 2∞1年COP7にて採択されたマラケシュ合意に基づき、主要国Lおける京都議定書の実施方法色
国及びアジア諸国の対応可能性の政策 各国の政治制度をふまえ比較分析する.特に、排出量取引、共同実施、クリ ン開発メカニズム (C

研究 D M)につき2012年までの削減目標達成という短期的目的と‘地球全体の排出量抑制という長期的
目的に分けた上で‘望ましい利用方法につき検討する.また、マラケシュ後の新たな課題として、途
上国や米国で混暖化対策を促進するための国際制度のあり方について、過去の公平性に関する議論の
分析を中心に政策分析を行う.さらに、京都議定書で評価される全炭素アカウンティングシステムに
関する研究を継続するとともに、陸i草炭素収支の管理に関する研究を開始する.



-Cコ

重点研究分野 平 成 1 4 年度事業計画

( 4 )オゾン層変動及び影響の解明と対策効 極域オゾン層を中心I~，衛星観測、地上モ タリング等により南られた観測デ 夕、あるいはその

果の監視・評価に関する研究 他の種々の観測データを活用した解析的研究として、@渦崩壊時の微量気体成分の子午函，毘合、改良
したMatchTec同1C，"eによるオソン破11i量の定量化 窒素酸化物の分配比の日変化'季節変化とオゾ
ン量の関係、地上分光観測による微量成分導出結果と衛星観測との比較等の解析を行う.また、極渦
活動度の評価手法を確立し、北極及び南僅極渦活動度の年々変動、長期 トレンドを解析する。

大気大循環モデルを用いた研究として、 成層圏における全球のオソン分布および気温や水蒸気の分
布の数値再現実験を行い、観測デ づ?との比較によるモデル精度の評価を行う.また、化学輸送モデ
ルに臭素系のオソン破壊反応系を導入し、極域下部成層圏での極渦崩壊前後のオゾン破壊速度!こ対す
る臭素系の反応の寄与を評価する白対流圏界面付近での不均一反応の個々のオゾン破壊ザイクルへの
寄与見積もりに関わる反応デ デを整備する。また、光化学トラジェヲトリ モデル結果とLASデ
タ及び地上観測デ タとの比般による極渦内でのオゾン破壊量の推定、及び時間悶値解析，去を用いた
極j周内外の物質輸送量の見積もりを行う。
紫外線の人の健康に対世る影響評価研究として、気象庁から公表されている札幌、つ〈ば、鹿児島、

那覇におけるオゾン量及び紫外線量観測値、ならびに囲内 20数地点で実施中の帯峻別紫外線計によ
る観測値の解析により、成層圏オゾン層変動が紫外線地表到達量に及ぼす影響を定量 評価するとと
もに健康影響調査への活用を図る.併せて 対流圏オゾン、大気汚染物質等の影響を評価する固

2 廃棄物の総合管理と環噴低負荷型循環型社会の構築

( 1 )環境低負荷型循環型社会への転換支 経済活動L伴う物資のフロ を経済分析との整合性や資源制約等の長期的問題、貿易等の国際的問

援のためのシステム分析手法と基盤整 題を考慮に入れて分析するための手法、これに付随する環境影響の現状や各主体の取り組み促進によ

備に関する研究 る低減効果を産業部門や製品のライフサイクルに着目して定量化する手法について研究を推進すると
ともに、これらの手法の適用に必要な基礎情報整備を廃棄物・循環資源関連部門を中心に行う.また、
地域レベルにおける廃棄物の発生 処理処分 循環利用に係る施設立地や廃棄物 ー循環資源の移動状
況把i屋のための情報技術の活用可能性の検討、地1或適合性の診断手法の検討、耐久財関連の循環資源
を対象とした事例調査を行う。さらに、リサイヲル製品の利用の現状把握及びその安全性評価手，去に
関する検討を行う。

( 2 )廃棄物の資源化適正処理技術及びシ 環境負荷低減型廃棄物処理及び資源循環のための技術 シスァムの開発とそれL資する化学物質の

ステムに関する研究 各種物理化学定数の高精度測定と解析を行う。 また、最終処分場用地確保と容量i曽加に必要な技術を
評価する実地調査を行うとともに‘海面最終処分場のリスク管理や境情影響上の特性に関して内陸処
分場との比較評価を進める。さらに‘処分場の安定化状態や不適E処分慢の修復の必要性を診断する
診断指標や予防的リスク管理のための早期警捜システムの検討を進め、既存また新規の安定化・修復
技術を実験的に評価するa 一方、有機性廃棄物の循環システムの物質収支、環境及び経済的な評価手
:去の検討を進めるとともに、各種循環資源化要素技術のベンチ及びプラン トスケ ルでの検討を開始
する。
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重 点研究分野

( 3 )廃棄物処理に係るリスヲ制御L欄する
研究

( 4 )汚染環筑の浄化技術に関する研究

3 化学物質等の環境リスクの評価と管理

( 1 )内分泌かく乱化学物質のリスヲ評価と
管理に関する研究

( 2 )ダイオキシン類のリスヲ評価と管理I~
関する研究

平成 1 4 年度事業計画

資源化や処理処分の場に流入する有害物質の平測 ・評価手法として、化学分析手法とパイオY'Yセ
イ手，去を活用した研究を推進する.その主たる対象としてPCB廃棄物を取り上げ、そのモニタリン
グ手法を提案し、脱塩素化の反応機構の解明を行う.難分解性化学物質の分解技術として、紫外線分
解や触媒分解などを取り上げ、浸出水処理への応用研究を行う，環境汚染を招く恐れのある不法役棄ー
不適正処理現場の早期検知 監視のために、地理情報γステム (GI S) と人工衛星を，舌用したシス
テムの開発を行う.また 長期的な全地球的資源制約を念頭におき.より一層の資源循環利用をはか
るため、関連する資源循環 廃棄物管理システムのリスク管理に資する基盤情報として廃棄過程の霊
金属類の物質移動情報を収集整備する。

公共用水域への負荷削減及び資源循環利用のため 生活由来排水、小規模事業場排水及び汚染環境
の場を対象として、生物処理工学、生態工学文はこれらの最適組み合わせシステムにより浄化する内
外を対象とした基盤 司応用化の技衛開発と評価研究を実施する.すなわち、廃棄物に関連するさまざ
まな環i貫媒体を修復するための汚濁浄化システム.湖沼ばっ気循環浄化システム.重油分解機能評価 ー
底生動物を場入した干潟モデル評価システム及び土i量ー地下水の硝酸汚染を防止する生物物理化学的
窒素除去システムの技術開発と同時に厨芥ディスポーザ 処理システム、 浄化情システムの性能解析
評価と環境・経済膨響解析評面を行う e

内分泌かく乱化学物質の分析技術に関して.液体ヲロマ 卜グラフ核磁気共鳴分光法等の新規技術お
よぴ選択的濃縮即lの開発、高感度ー迅速酵母工ストロゲンアッセインステムによる多数化学物質のス
ウリーニングを行う.環境中の汚染実態の解明として、東京湾及び霞ヶ，南における環頃ホルモンの分
析とデータのとりまとめを行う.野生生物への影響に関して、巻員の雄性化、メダカの雌性化の現状
調査などを行う.人への影響に関する検討として‘脳神経機能への影響を画像髭断1る高感度機能イ
メ ージング手法、 超高磁場MRI 袈置の基本的測定システムの擁立、 ft~児期等に甲状腺ホルモンが不
足した実験動物を用いた行動賞験等の検討を行う.さらに 動物の生殖機能特にステロイド代謝系
への影響評価、ならびにス トレス関連ホルモン分泌動態に係る内分泌疫学研究を行う.分解処理技術
については、植物による内分泌悦乱化学物質の不活性化とそのメカニズムの解明を行う。内分泌かく
liL化学物質等の管理と評価のための統合情報システムについては、河川情報データベースの作成 河
川浪度予測モデルの構築、大気グリッド 河川流主主複合の事媒体環境動態モデルの情築を行う.

ダイオキyン額の簡易・迅速な計;P.'j手法について、低分解能質量分析法、生物検定;去の評価を行な
う.ダイオキシン類、多環芳香旗炭化水素頴の複合曝露モデルとして、ディ ゼル排気曝露装置を用
いディーゼJレ排気の経気道曝露によるそれら化合物の体内への取り込み量と酸化ストレスとの関係を
実験動物を用いて検討昔る.さらに、培養細胞系における生体防御反応におけるシグナル伝達経路と
転写因子の役割について検討する.臭素化ダイオキシン類について 環境試料の分析;去の検討、人体
lit料及び底質コ YLi料中の臭素化ダイオキγン類及び臭素化ジフェニルエーテルの分析を行う.地球
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重点 研究 分野

( 3 )化学物質の環境動態の解明とモータ リ
ング手法の開発に関する研究

( 4 )化学物質のリスウ評価と管理に関する

研究

平 成 1 4 年度事業計画

規模のダイオキシンの移動・分布等について、太平，羊をフィ ルドとした生物蓄積Lついての検討を
行なう。ダイオキシン類及び POPsの環境運命予測に関する研究として、グリッド型多媒体運命予
測モデルを構築し 地域内における輸送特性と長距離輸送モデルの4構造について基礎的検討を行う.

加速器MSのガスイオン化源の敬良を行い、感度の長期安定性とメモリ 効果の低減を図り.地球
温暖化関連物質や環境汚染物質の成分別の 14-Cの高精度・高スループット測定を実現する.高沸点
の高分子量化学物質などを選択性良〈 同定できる殺体ヲロマトグラフ MS -M Sの環境化学物質測定
への適用に関する基礎的な検討を行う.また、君、速に発展しているナノテクノ ロジ やマイヲ口化学
などの成果を環境計測に取り込む基礎的な検討を行い、測定;去の簡易化、高頻度時空間測定‘汚染物
質パイオセンサー開発など 先導的な環噴計測技術の検討を行う.

個別分析手，去の精度管理の手法のみならず、環境モニタ リング手法とその精度管理に係る研究を実
施し、 環境保全 改善に有効に利用できるモニタリングデ タの収集 ・処理に関する基礎的な検射を
行う.特に‘ダイオキンンなどの極微量な有害化学物質のモニヂリング手法の最適化 標準化などに
闘する基盤的な検討を行う，
大気中の低分子量有機ハロゲン化合物、環1ft残留性有機汚染物質 (POP s)など、 地球規模で環

I克に影響を及ぼしている環境汚染物質の汚染実態把握、挙動解明を行い、長期的な変動を予測する.
国内外で水土峨園に対して重篤な環焼汚染を引き起こしているヒ素やホウ素に関して‘その環境動態
を明らかにし、その対策を検討する.また、世界的に希j-'な長寿命湖沼の底質を利用した古環境解析
研究を、特に東北アジアを中心として、加速器MS、 ICPjliJ位体MSなど先端的な計測手法を，舌用

して実施する.

空間・時間変動を考慮した曝露評価手法の開発Lついて、制作した河川モデルの討算及び検証を竹
うとともに、統合モデルへの組み込みを行う.また 体内に取り込んだ化学物質の動態モデルの封作
を行う.少ない情報で畷露量を予測する手法を開発するため、収集した各種モデルの中から利用可能
なモデルを抽出するとともに、化学物質の性状等と環境濃度等の関連デ タの統計解析によるモデル
を開発する.感受性要因を考慮した健康リ スク評価手法を開発するため、感受性を決定する遺伝子事
型要因をゲノムデータベースから抽出し、感受性要因となる遺伝子の対応図を4構築するとともに、収
集した生体鼠料の分析及び解析を進める。実用的なパイオア ッセイ法を開発するため、パイオア ッセ
イ手法の実用化面からの評価 抽出をつづけるとともに、パイオアッ tイ指標と動物実験の結果の定
量的な関係を求める.数極類の有害大気汚染物質を対象に複合曝露評価手;去の検討を行う.収集した
生物影響データを生物種毎に整理 解析し 生物種と化学物質の構造との関連を保る. P R T Rの報
告結果を国民に理解しやすいように解析し‘公表する固 PRTR7'ーヂの公表に対する専門家関与の
効果を探るため.会議実験を行う.
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重点研究分野 平成 1 4 年度事業計画

( 5)環境有害因子の健康影響の発生メ力一 重金属有機塩素系化合物、大気汚染ガス、般射線及び電磁波の健康影響L関して、遺伝子から行
ズムの解明とその検出手法の開発に関 動影響までの指標を用いて量 反応関係に基づきそのメ力ニズムを解明し、その成果を疫学における
する研究 野外調査へと応用する技術を確立する.中でも、これら因子の単独あるいは複合曝露条件下において、

T細胞を起占とした免疫機能、脳行動、発がん、酸化的ストレス、次世代影響などに着目して‘その
毒性発現のメ力二ズムの検討を行うと共に、肺のガス交換機能のモデル細胞系など実験動物に代わる
アッセィ;去の開発を行う巴

4 多機な自然環i寛の保全と持続可能な利用

( 1 )生物多様性の減::.1-'機構の解明と保全に 森林動態の個体ベ スモァJしをさらに発展させ、樹木の集中分布が絶滅時間に与える影響を検討す
関する研究 る.モデルの解析とあわせてフィールド調査により樹木の分布様式の解析を行う。流域スケールはフィー

ルド調査によりランドスケ プの構成単位となる局所生態系をその中の群集檎造によって記述型る手
;去を開発する。地域スケ Jレでは生物多様性の空間分布に関する情報収集を拡大するとともに 過去
の航空写真などから植生/土地利用の情報をデジタル地固化する.侵入生物に関して生態的特性、侵
入経路、現在の分布に関して情報を収集し、データベースの改良を行う。遺伝子組換え生物について
はマイク口アレイ;去によって既成の安全性評価手法の再検討を行うとともに分子生物学的手法による
安全性検査手法の開発をおこなう.

( 2 )生態系の構造と機能及びその管理手法 湿地、干潟の構成要素を典型的な棄観単位l、タイプ分けし、それぞれのずイプにおける物理化学的
に関する研究 性質の測定と 次生産、落葉量、 分解活性などの物質循環機能の定量化を行い対応関係を解析する.

リモートセンシング手法を利用し日本 中国・ロシアの干，開・湿地生態系の各物質循環機能の空間的
な不均一性を明らか1こするa 熱帯域においては、マレ シア半島部にモデルサイ トを設置し、マレー
シアの研究機関との協力で森林、農耕地などを対象に炭素蓄積機能、集*1車保全機能などを評価する
ための研究をおこない、生態系管理手法の開発に資する.

5 環境の総合管理(都市域の環境対策、広域的環境問題等)

(1 )浮遊粒子状物質等の都市大気汚染に関 浮遊粒子状物質等の都市大気汚染の発生源特性の把握、測定方法の開発、環境大気中での挙動の解
する研究 明を行う。さらに地域濃度分布及び人への曝露量の予測 動物曝露実験による閥値の推定を行い曝露

震と健康影響の関係を把握するa これらの結果を基に健康リスウを評価し発生源対策シナリオについ
て検討する.研究を進めるにあたっては、地方自，台体環境 公害研究機関との共同研究 (C型共同研
究) 中園都市大気汚染特別研究、中国北東地域黄砂研究、開発途上国健康影響評価研究などの所内
のプロジェウ卜や国内外の国公立~Jrn:機関、大学、民問、 並びに J C A P 2プロジヱヲ卜等の外部と
の研究協力を行う.

( 2 )酸性雨等の長距離越境大気汚染とその 中国における酸性雨原因物質の空間分布、広峨光化学大気汚染を明らかにするため、 中国環境科学
影響に関する研究 研究院と共同で中固における大気汚染物質等の観測を実施し、また、日本各地における大気汚染物質

連続観測やライダ観，刷、奥田光地峨等の森林地域におけるオゾン、過酸化物の濃度やフラックスの
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重点研究分野

( 3 )流l韓国の総合的環I貴管理L関する研究

(4 )湖沼・海域環境の保全L関する研究

(5)地下水汚染機備の解明とその予測L関
する研究

( 6 )土l畠劣化、土境汚染の機構解明とその
予;1

'
1に関する研究

平 成 1 4 年度事業計画

;I'J定を行う.~れらに基づき、気流解析、大陸起源汚染物質の輸送の解析‘モデルLよる検討を進め
る，さらに発生源インベントリ ー作成 次世代型ソース リセプターマトリックスの精織化と検証を
行う.また、貧栄養山岳地岐に分布する樹木組織の樹種別の窒素分布とその時系列変化および渓流，司
川水の水質とその変動の特色を明らかにする.又窒素負荷の影響を明らかにするため樹種別室素利用、
森林土墳 ・渓流・河川・湿原における窒素代謝の調査検討を行う.

アジア ・太平洋地織Lおける環境が持つ受容力の科学的解明を目的に、国環研と中国科学院が共同
で北京とウルムチに設置した衛星テ' タEOS-TERR/M∞自の受信局を中心とするアジア ー太平洋地域
の観測ネットワーヲに基づき、東アジアの環境変化を継続的に追跡・把握することで、環頃受容力の
脆弱性及び自然劣化解析を行う.さらに、こうした結果を踏まえて，既I壇画が持つエコ ロジカJレサー
ピス機能の保全 修復を基調とした持続可能な流域圏環境管理手漬の確立を目的としてダム建設、導
*事業土地利用変化等による水循環変動が流i量生態系、農業生産及び水資源保全に与える影響を予測
するための陸1苦境境統合モデルの開発を行う.

河川 ー湖沼 ・海織の統一的な有機物指標1、よる評価方，去の擁立を図るため、湖沼を含む流i岩園を対
象とし、溶存有機物の特性や水生生物への影響に関する科学的知見を集積し‘有機炭素を指標とした
水質管理手;去の枠組みを楠築する.平成 14年度は、湖沼における洛存有機物の物質収支をとるため
の基礎的なデータ(有機炭素汚濁原単位、河川水の月月IJ流量および灘分解性溶存有機物濃度等)を取
得する.また、港存有機物の基礎的な物理化学的特性 (3次元蛍光特性、金属錯化能等)を評価する.

沿岸海域の保全のため‘定期航路を利用した海洋環境のオンラインモニタリングによる常時 ・迅速
な環境評価とこれに基づいた海洋生態系変動の短期予測モデルの基礎づくりを行う.

また.干潟やサンゴ隙などの底性生態系の機構とその劣化を評価し、保全に資する手;去の基硲づく
りを行う.河川や湖沼の底泥に保存された化学物質の鉛直および水平方向の分布と汚染年代を比較す
ることで.汚染の履歴を検討する.

硝酸性窒棄で汚染されている地下水中の無機成分の存在状況を調べ、香水質項目聞の統計解析を行
う.地下水中のダイオキシン類の調査結果を収集・解析し、 ダイオキシン類の地下水中での存在形態
を解明する.化学物質の特性と地下水汚染の関連について概念的な検制を行い、調査デ タを収集し
て検証を行う.

次位代技術利用金属 (Ag 、 I n、 Sn. S b 及びBi)の土壌中動態を明らか1::する目的で‘
大型ライ y メーデー賦験や小型土壌力ラム試験を利用して、 1)金属の天然賦存量と存在形態、 2)

金属の移動特性、 3)金属の存在形態の経時的変化、 4)それらの項目と土i車種や土壌環境因子との関
連性、などを検討する.また、これら金属の土境微生物への影響についても培養試験などを用いて検
討する.さらに‘製品や廃棄物からの金属の，宮出特性を明らかにするために、金属の降雨暴露実験を
実施する.以上の結果を総合し、次世代技術利用金属の土i轟負荷機備と土嶋中動態の解明‘ならびに
土壌生態系に対する影響評価を行う.
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6 開発途上国の環境問題

( 1 )途上国の環境汚染対策に関する研究 開発途上国人おいては工業化・都市化の進展に伴い、かつて我が国が経験した大気汚染や水質汚濁な
どさまざまな環境汚染とそれに伴う健康被害に直面している.そこで、湾問市をフィールドとして、石
炭による都市暖房と自動車による大気汚染の実態と影響について、児童の肺機能の継続的観察や個人哩
銀量の評価を中心!こ研究を実施官る園また、 Ilt索汚染地岐において‘大気及び地下水における枇素等の
重金属による汚染吠況の把握と曝露量推定方法の開発大気汚染の実態と健康影響に関して調査研究を行
う.さらに‘中国における石炭燃焼(特に民生用)からの S0，排出の低減のため、乾式選炭技術の開
発と現地化パイオプリケット技術の普及方策、ならびに途上国に適したI事寛改善技術を検討する.

( 2 )途上国の経済発展と環境保全の関わり アジア主要国に適用できる本格的な環境 経済統合モデルを開発し‘これを用いてアジアの経済発
に関する研究 展と環境問題の詳細予測に着手するとともに、アジア地援の環境対策に必要となるイノベ ション導

入の戦略オプションを検射する.また、アジア地績の経済発展と環境の関係を一貫して分析するため、
個々のモデルをつなぐインターフェースの開発に着手するとともに‘分析結果をアジア地慢の政策担
当者が活用するため、戦略的データ ・ベースの開発を開始する.さらに アジア地捜における環境配
膚型ライフスタイルの形成要因を明らかにし 持続可能な消費への転換の可能性を検討するため、中
固における環漬意識と日本や欧米との比較分析を行う.

7 環境問題の解明 対策のための監視観測
U可

( 1 )地球環境モータリング 温室効果気体のモ デリングに関しては、波照間 落石での従来の観測を継続しつつ、同位体酸素
濃度・ HCFC濃度怠どの観測研究のプラットフォームとしての利用に供する.シベリアにおけるフラ
スコサンプリングによる二酸化炭素高度分布観澗を継続すると共に、連続測定機器による観測を併用し、
地上での補助的な観測も合わせて時系列データ密度を高める.データをh岬官同油{に提供し 陸岐二
酸化炭素吸収の評価に利用する.苫小牧でのフラ ッヲス計測を継続すると共に、土峨呼吸 林内上の二
酸化炭紫高度分布測定 同位体測定ヲワ 上からのスベク トJレ画像など観測研究のプラッ トフォーム
として利用に供する。 海洋表層水の二酸化炭素吸収については従来の貨物船の航路変更に伴い機材の撒
収と新たな船舶への搭載を行う.ミ リ波分光による成層圏オゾンの観測を継続し更に低高度の測定が可
能なように改良を加える.有害紫外線のネットワーヲ観測を継続する.GEMS/Wateの国際的動向に対
応した今後の検討を行う.モ二タリング全体としてはデ一世解析を一層すすめ‘その結果を公表する.

( 2 )衛星観測プロジェヲト 証平済成み8処年理11月より平成9年6月まで運用観測を行った『改良型大気周縁赤外分光計 (LAS)Jの検降
結果(デタプロダクト)の般ユザへの提供を継続して行う.平成 14年度 11月以

に打ち上げ予定の LAS-Iのデータ処理運用システムの開発・試験、運用準備、およびアルゴリ ズム並
びに運用システムの改訂を行う.この際 LASに係る処理アルゴリズム検討結果及び再処理デ-;>を
活用する.また、環境省が担当世る地上検証実験に係る準備、デーヲ利用研究ぴ者の組織化を引き続き
支療する.衛星打ち上げ後は、運用 (LAS-IIセン廿一運用、デ タ処理)及 センサー機器特性の評
価を開始するとともに、衛星データ検証のための準備作業を開始するe 平成 18年進度め頃の衛星打ち上
げを想定している SOFISのデーヂ処理運用システムのためのアルゴリズム検制を 、また 環境省
が担当する機器設計 開発のための支援を行う.
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重占特別研究プロジェヲト 平成 1 4 年度事業計画

1 地球温暖化の影響評価と対第効果

1 -1 炭素循環と吸収源変動要因の解明 ①グ口 パルな陸岐・海洋吸収の評価を目的として、平成 13年度に整備した酸素濃度自動分析装置
の運用、太平洋上の船舶での大気サンプリングによる酸素/窒素比観測、炭素同位体比観測の充実
を図る.同時に国際的デ タ統合に向けた同位体比測定の詑料の調盤や比較実験等を行う.

②亜大陸規模での二酸化炭素吸収評価を目的として. 卜ムスクのヲワ において、二酸化炭素・メタ
ン・オゾン ・ラドンの高度分布の自動測定を実施する.また、これを支援する観，則として 航空機
による高度分布の高頻度観測を行う.草原生態系の炭素収支を評価する観測研究を行う.

③地域規慌の二酸化炭素変動収支の観測研究として、苫小牧を中心とした森林の二酸化炭素収支の観
j刷、土場呼吸の自動観測、炭素同位体の変動、遠隔計測による樹高分布、スベクトル画像の航空機
による観測や定点季節変動観湖、スベクトルと樹木の光合成活性との関連などの研究を継続する.
リモ トセンシング画像地理情報の蓄積の上に モデルによる吸収量の推計を組み合わせて、 北
海道の広峻炭素フラ ックスの季節変動を予測する研究を行う.北，毎道西部における航空機による大
気観測を実施する.

④京都議定書で評価される全炭素7力ウンティ ングシステムに関する研究を継続する.
⑤陸i霊炭素収支の管理に関する研究を開始する.
⑥北太平，羊海壊の定期貨物船航路で 1995年から継続中の大気 ・海洋二酸化炭素分圧観測デ テの解

析を行い、海洋吸収量変動の年々偏差を解明する。さらに、海洋の二酸化炭素吸収機構と関係する
海洋パラメ タについて、空間変動と季節変動の要因を 観測デ タの解析を通して明らかにする.
このことから‘気候変動による海洋吸収の変化の手がかりを得る.

1-2 統合評価モデルを用いた地球渇暖化 京都議定書及びその後の世界規慢の経済発展や環境対策1;土地球規機の気候変動及びその社会的 ・

のyナリオ分析とアジアを中心とし 環境的膨響をどの程度軽減するか、さらにはアジア地域の経済発展と環境問題を踏まえてどのよ うな
た総合的対策研究 総合的対策を図るべきかを明らかに昔るため、以下の研究を行う.

①主要な社会経済モデル及び温室効果ガス排出モデルを開発・統合するため、特にバイオエネルギ
省エネ1主術、環境負荷除去技術 リサイヲル妓術の導入可能性とそれらが地峨・地球環境保全に与
える影響を評価するためのモデリング技術を開発し アジア主要国に適応するとともに‘アジア主
要因のシナリオを精級化し、温暖化対策と他のl畢境対策との関係を分析する.また戦略的デ タベ
スを開発する.

②各種温室効果気体および各種エアロゾルの濃度の空間分布の時間変化を、それらのソース排出デー
タから導出する方;去を検討し、数値実験を実施する.また、地域気候モデルの開発を継続する.さ
らに、全球気候モデルに 過去の排出シナリオデ タを与えて、過去 100年の気候の再現実験を実
施する。
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③ I PCCにより開発された将来の社会経済シナリオと、その社会経済条件を前提とした気候シナ
オを用いて、温暖化の水資源への影響を需要と供給の両面からモデル分析し、水資源問題が深刻化
する地1韮を検出する.また 予測される温暖化舵響を経済的に緩和するための適応対策のデーヲベー
ス化と、対策デ タベースに基づ〈適応対策評価手法について、予備的検討を行う.

成層圏オゾン層変動のモータリングと機構解明

平成 14年度 11月以降L打ち上げ予定の改良型大気周縁赤外分光計11型(lLAS-11)のデ タ処理運
用システムの開発 獄験、運用準備、およびアルゴリスム並びに運用ンステムの改訂を行う.この際、
ILASIこ係る処理アルゴリズム検討結果及び再処理データを，舌用する.また、環境省が担当する地上
検証実験に係る準備、データ利用研究者の組織化を引き続き支援する.衛星打ち上げ後は運用 (LAS-
u -~ンサー運用、データ処理)及びセンサ一機器特性の評価を開始するとともに.衛星デ タ検慌の
ための準備作業を開始昔る.平成 18年度頃の打ち上げを想定している傾斜軌道衛星搭蝦太陽掩蔽法
フ リエ変換分光計 (S口FIS)のデ タ処理運用y ステムのためのアルゴリズム検討を進め、また、
環境省が担当する機器設計開発のための支援を行う.

国立環境研究所 (っく I;()設置のミリ波オゾン分光計について、 下部成層圏から上部成層圏までの
連続観測を可能にするための広帯域化を完成する.陸別成層圏総合観測室におけるミリ波オゾン分光
計観測の結果と衛星デ--7とを引き続き相互比較すると共に‘極渦の"響を含め.オ‘ノン層変動につ
いて解析を進める.国立環境研究所 (つくば)におけるオゾンレ ザーレ ダ 観測によるオゾン鉛
直分布の変動要因の解析を進める.
極渦崩場時の微量気体成分の子午面混合、改良したMatchTechic聞によるオゾン破i重量の定量化、

窒素酸化物の分配比の季節変化とオゾン轟の関係、等の解析を引き続き行う.また、極渦活動度の許
価手法を確立し、北極及び南l'ii@渦活動度の年々変動長期トレンドを解析する.

大気大循環モデルを用いた研究として‘成屑固における全球のオゾン分布および気温や水蒸気の分
布の数値再現実験を行い、観測データとの比較によるモデル痛度のE平価を行う.また‘化学輸送モデ
ルに臭素系のオゾン破1轟反応系を導入し、侮域下部成層圏での侮渦崩I裏前後のオ、ノン破壊速度に対す
る臭素系の反応の寄与を評価する.対流圏界面付近での不均一反応の個々のオゾン破壊サイウルへの
寄与見積もりに関わる反応デークを整備する.また、 光化学トラジェタトリーモデル結果と LASデー
タ及び地上観測デ--7との比較による憧渦内でのオゾン破壊畳の推定、及び時間関f直解析法を用いた
極渦内外の物質輸送量の見積もりを行う.
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3 内分泌かく乱化学物質及びダイオキシン類のリスヲ評価と管理

3-1 内分泌かく乱化学物質の総合的対策 ①内分泌撹乱化学物質の分析手法に関して、液体ヲロマ トグラフ質量分析法、液体ヲロマ トグフ 7ja
に関する研究 磁気共鳴分光;去を用いた未知の環境ホルモンの同定方法の開発を行う.また、 内分泌|豊百L作用の生

物検定法をさらに拡充する.昨年度までに開発した高感度・迅速酵Bエストロゲンアッセイシステ
ム等を用い、内分泌1j1乱作用が疑われる多数 (300)の化学物質についてスウリ ニングを行い.
内分泌撹乱化学物質デタベ スへの基礎的準備を行う。

②東京湾及び霞ヶ;滑における環I寛ホJレモンの分析、及び蓄積についてのデータのと りまとめを行う.
③巻貝の雄性化、及びメダ力の雌性化の現状を調査するとともに‘内分泌撹乱物質の生物検定法への

応用を検討する.
@脳 神経系への影響については、実験動物において内分泌悦乱化学物質が脳神経機能に与える影響

を画像診断するための高感度機能イメ ジング手法の開発を行い、また‘ヒ ト脳の箇像露断のため
の超高磁場同1装置の基本的な測定システムを確立する.また、胎児期及び幼若期に甲状腺ホルモ
ンが不足した実験動物を用いた行動罰験、また、有機スズ化合物を投与した実験動物において脳神
経陳害の発現部位を抽出する手法を検討する.更に、生体機能への影響評価について アレルギ
性疾患を増悪しうるか否かを検討するため、内分泌撹1iL化学物質を投与したマウスもしくは次世代
動物にアレルゲンを爆偲し、組織学的検討、サイト力イ ンを含めた生化学的検討を加える.

回 ⑤分解処理技術については、植物による内分泌撹乱化学物質(ビスフエノールA)の不活性化とその
メカニズムの解明を行う.

⑥内分泌撹乱化学物質等の管理と評価のための統合情報システムについては、(1)河川構造と水量等
の河川情報デーデベースを作成し G I Sシステム上に河川モデルを構築する.(2)これに基づき、
PRTR排出量データ等を利用する河川濃度予測モデルを構築する.(3)上記にさらに大気ダリ γ

ドを複合することにより 大気グリッド 河川流域を複合した、多媒体環境動態モデルの基本構造
を構築し、定常モデルによるケーススタディ を実施する.

3-2 ダイオキシン類の総合的対策の高度 ①簡易・迅速な計調IJ手法については、低分解能質量分析法、生物検定;去の評価を行う.
化に関する研究 ②ヒトにおけるダイオキシン類の曝露量の把握のため、ヒトの生体試料(血波、皮下脂肪、胎盤.羊

水、胎脂等)中のダイオキシン類濃度の測定を行う.また、ダイオキンン類の曝露により鋭敏に動
〈と考えられる CYP1A1，1A2， 1日1のリアルタイム RT-PCRによる測定;去を確立する.更にダイ
オキシン類に対する感受性について、 A耶lT，ステロイドホルモン産生系の代謝酵素群の遺伝的事
型、工ストロゲン応答遺伝子の発現量の違いに着目して検討を行う.

③内分泌かく乱作用を介したダイオキシン類の毒性メ力ニズムの解明のため‘実験動物を用いて、(1)
精子形成、受精、胎盤機能、 (2)脳の性分化と出生後の行動、甲状腺ホルモンへの作用、ならびに、
(3)T細胞機能等の免疫機能に及ぼす影響について検射する.

④臭紫化ダイオキシン類について‘ 底質、生体罰料に対甘る分析法の検討を行い、特に感度の向上と
妨害物質の影響に関する基硲的検討を行う.また、底質コア試料中の臭素化ダイオキシン類及び、
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重占特別研究プロジヱク 卜 平 成 1 4 年度事業計画

臭素化ダイオキシン類の主要な給源と予想される臭素化ジフエールエ ァJレの分析を行い、現在の
環境状況に関する基礎的理解を得る.

⑤地味規機のダイオキγ ンの移動ー分布等について、太平洋をフィールドとした生物蓄積についての
検討を行う.

⑤ダイオキシン額及びPOPsの環境運命予;ftlJIこ関する研究として、ダイオキシン類に対するグリッ
ド型多媒体運命予測モデルを構築し‘これを用いて、地織内における輸送特性と物性特性の関連性
について検討を行い、長距離繍送モデルの構造について基礎的検討を行う.

4 生物~犠性の減少機構の解明と保全

¢関東~全国スケールで鳥類 淡水魚類・鱗遡目とトンボ目昆虫についてその分布情報を地形・植生
土地利用の情報とともに収集し 生息適地推定を行う.また.過去の航空写真などから植生/土地
利用の情報をデジヲル地図化する.

②前年度に引き続き 流媛、局所生態系で景観要素と生物群集の関係の鯛査解析を行い、生息環境の
破壊・分断 ー護岸改修工事・議栄養化・外来魚などの人間活動が水生生物とその書傑性に及ぼす影
響を明らかにし、その生態学的なメ力ニズムの解明を行う.

③森林の樹種の分布パタ ンと樹種ごとの優占度の違いがどのようなパラメ タに依存するのかを劉
ベる.また、国内の森林での調査デ タにもとづいて樹種の分布パターン等の解析を行い、モデル
の出力と照らし合わせて、モデルの妥当性を検討する.

@:侵入種の情報収集を継続して行い‘侵入種の特性を類型化する.侵入撞の侵入・ 定着域における生
物4目・景観の変化を過去にさかのぼって解析する.また、野外で侵入橿と在来近縁種の悶での種間
交雑遺伝子浸透の実態を分子生物学的手法を用いて解析する.さらに 輸入生物資材の抜き取り
調査で.寄生生物の慢入状況を明らかに哩る.

⑤組換え体の挙動調査に用いるマー力 遺伝子(形態異常、発光、水銀化合物分解酵素遺伝子)を噂
入した組換え生物について その生育 繁殖能などの性質やマー力ーの安定性等を鯛べるとともに、
マイ?口アレイ;去による組換え生物の評価法について検討する.

5 東アジアの流戚圏における生態系機能のモデル化と持続可能な環境管理

①国環研がウ)~ムチL、中国科学院が北京1、設置した EOS-TERR/MODISデ タ受信局より情成され
る環境モこタ リングネッ トワ-?に基づく東アジアにおける環境の変化が生物多様性と炭素収支に
及ぼす影響を見積もることを目的として、土地利用・土地被覆変化の泊出方法、純一次生産量の推
定方法 および，且暖化影響の検出方法を開発する.

②衛星モニタリングデ--9とGI S を利用した土犠水分推定手法(陸面水文植生モデ)~)の検恒のた
め、森林 草地、荒j草地、 畑地及び水田の値生生態系において熱エネルギーと水の輸送現象の観，刑
を行う.



重点特別研究プロジェク卜 平成 1 4 年度事業計画

③植生を含む地表面での流れと土中水 ・地下水流を記述する水循環の統合化モデルと土砂動態モデル
を結合させ、圏内の蹴験流績に適用し、その検証を行う.

@=峡ダム建設地点より約 30km下流の葛州覇ダム湖において.水質 生態系調査を実施する予定で
ある.特に、ダムに向かつて懸濁物が沈降することによる湖水内で太陽光減衰率の変化、温度成層
形成と水界生態系楠造との関係について精査し、生態系モデルの基礎的知見を得る.

⑤長江沿いの大都市からの汚濁負荷量モデルを開発し、東シナ海に流入する汚染 汚濁物質量を推定
するとともに、東シナ海への伝搬過程を衛星デ タ及び船舶により計測する.

⑥自然に近い状態の海岸と修復技術の適用，毎岸における生物の増殖速度を現地調査する.実験系での
物質循環を測定結果と、現地調査による底生生物の存在量に基づき、現場における物質循環を推定
する.さらに、現場のー次生産を基点とした炭素、酸素等の物質循環を調査する.

E 大気中微小粒子状物質 (PM2.5) ディ ゼル排気粒子 (DE P)等の大気中粒子状物質の動態解明と影響評価

平成 14年度は平成 13年度1;::1'iった研究レビュ を基に各研究分野における研究の現状と問題点を
把握し、重点的に実施すべき研究を行う.特に 測定機器の実験室およびフィ ルドにおける実距関
験、特定の地場を空ーゲットとした事例研究を実施する.これとともに個別研究課題に関する基礎実
験や解析手法開発、野外観測 実験装置の製作等を順次実施する.研究を進的るにあたっては、国立
環境研究所内の関連研究プロジェクトや国内外の国公立研究機関、大学、民間、並びに JCAP2プ口

o ジェクト等.外部との研究協力を行う.
①発生源把握および対策シナリオ評価に関する研究

シャーシダイナモ設備による実験および走行モード調査等を実施する.
車載計測等の手法を用いて.実走行状態での発生源特性を把握する.
交通 ー物流データをもとに DEP排出量の地唆分布推計を行う.

-発生源対策シナリオに関する基礎的な検討を行う.
②環境動態把握および予測評価に関宮る研究

広峨・都市大気汚染の動態把爆のための観測・調査 ・解析を実施するa

複雑な道路構造地域における風，問実験、現地鯛査、モデル解析を実施する。
広域ー都市数値モデル解析.大気汚染データのトレンド解析を行う.
大気汚染デ タの国際比政・解析を行う.

③測定;去の確立とモニヲリングに関する研究
有機炭素成分と元素状炭素成分測定方法を確立し発生源と環境の測定を行う.
既存の大気環境測定装置の比較 実証試験を行う.
ガス状成分、 粒子状物質計測モパイル型モニタリ ングシステムを環境調査に利用する.

@疫学・曝露評価に関する研究
地理情報システムを利用し大気環境演度を把握する.
PM/DEP嘩露量に閲するマヲ口推計モデルの各情成要素の設計を行う
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重点、特別研究プロジェ"卜 平成 1 4 年度事業計画

⑤毒性影響評価に関する研究
ー正常および病態モデル動物を用いた微小粒子状物質曝露が呼吸ー循環機能におよぽす影響の解析
と生理学、病理学、生化学、免疫学的機備の検討を行う.
DEPによる感染性肺傷害の増悪メカニズムの解明に関する研究を行う.
エンジン運転条件等による排出微小粒子状物質の毒性スクリ ニング手法を検討する.
ディーゼル粒子状物質曝露装置の検討を行うー
D E (ディ ーゼル排気)が7レルギ 端息の増悪作用等に及ぼす影響を調査する.
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(別紙 3)政策対応型劉査・研究の平成 14年度事業計画

政策対応型調査研究 平成 1 4 年度事業計画

1 循環型社会形成推進廃棄物対策L関する調査・研究

( 1 )循環型社会への転換策の支援のための ( 1 )産業連関表の形式を用いて‘廃棄物・循環資源関連部門の金銭 ・物量7口 を体系的に表現す
評価手法開発と基擦システム整備に関 る方法を改良するとともに、諸統計 ・調査資料をもとに循環資源の発生・処理・処分・ 再利用に関
する研究 するフロ を示す数表を作成する.主要消費財 そこに含まれる物質に着目したより詳細な事例研 l

究に着手する@また こうしたマテリアルフローの杷握に基づく「循環の指標」の開発を進める固
(2) LCA手法を用いて、資源循環の促進による環境負荷の低減効果を評価するため、容器等の消
費財に関する事例研究を通じて、廃棄物処理妓術、リサイヲル技術に関するインベン 卜リデータを
引き続き収集司るとともに‘本分野に LCAを適用する上で必要となる環境影響評価手法の検討に
着手する.また、資源循環の促進策に係る経済的手段の導入効果のモデル分析について、基礎的検
討を進める.

( 3 )事例研究対象地峨の循環資源に関連する動脈 ー静脈産業構造や地域で進行中の循環事業とその
地理情報等について調査を進めるとともに、これらの情報を活用した資源循環システムの地峻適合
性診断手;去を開発するため、建設解体廃棄物を対象とする事例研究に着手する.また、廃プラスチッ
ク等の発生が多品目に渡る廃棄物の発生特性、構成成分と再生品の需要を調査する.さらに、廃プ
ラスチッヲ等の処理 資源化に用いられている技術を調べ、その性能や適性を整理、評価する.

( 4 )リサイクル材料又は製品の安全性の評価方法及びその有効利用法について研究する.都市ごみ
湾融スラグ.焼却灰、建設廃材などを利用したリサイクル製品の用途ごとの利用条件を踏まえた;g
出自験法、含有成分測定;査や安全性試験法について検討するとともに、こうした鼠験法の標準化の
ための基礎資料を提供する.

( 2 )廃棄物の循環資源化技術、適正処理 ・ ( 1 )熱処理プロセスからの排ガス及び残澄を対象として、ダイオキγ ン類を始めとする環境負荷物
処分技術及びシステムに関する研究 質に対する高度処理単位操作技術及びシステムの開発 目改良を行う a 関連して‘飛灰等の加熱によ

るダイオキシン類ほかの生成機楠解析、 排出源管理のためのモニタリング方法の開発を行う.また、 l

熱分解ガス化プロセス等からの水素等の資源回収技術且び資源化物の高度な分離 抽出 精製技術
開発をめざした基礎的検討を行う.

( 2 )埋立容量増加要件が異なる最終処分場をいくつか抽出して実地調査を行い、各種容量増加技術
の適用性を評価する.またーモデル地岐に想定した海面最終処分場と陸上最終処分場について、立
地又は情造の違いに起因する環境負荷等に関してtt鞍評価を行う.

( 3 )最終処分場の安定化を診断する惜標として、有機物や無機イオン等の浸出水の組成、内部の埋
蔵ごみや貯留水の挙動、メテンや硫化水素等の埋立地力'スの組成、地表面ガスフラッヲス及び植生
について、現場観測と既存監視データ収集 解析を進める.さらに、埋立地の安定化促進及び修復
技術について野外調査を開始する圃
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政策対応型調査研究

( 3 )資，原循環・廃棄物管理シスァムに対応
した総合リスヲ制御手法の開発に関す
る研究

( 4 )液状廃棄物の環続低負荷 ー資源循環型
環演改善技術y ステムの開発に関する

研究

平成 1 4 年度事業計画

( 4 )わが国の民生及び産業分野から発生する有機性廃棄物全体について、物質収支、環境及び経済 l

的観点から適正な地域及び全国レベルでの循環の楠造やシステムの検討を進める.また、 有機性廃
棄物から循環資源である乳般‘アンモニア及びリンを回収する技術 システムについてプラントス
ケールでの実誼実験を開始する.さらに‘嫌気性発酵等による各種有価物回収妓術の利用可能性と l
安全性評価について実験的検討を実施する.

(1)酵素免疫測定系ア ッセイとして、ダイオキγ ン類や PCBに特異性をもっ抗体を用いた試験系 l

の開発を行い、廃棄物や汚染土損などへの適用可能性を検討する.改良したバイオアッセイ前処理
系を活用しながら、 Ahレセプヲー結合細胞系アッセイ (CA L U Xバイオア ッセイ)等による循
1景資源や廃棄物処理過程におけるダイオキシン類や PCB等の残留性有機汚染物質の包括的毒性評
価や未知毒性物質の検索を行う.また、化学分析による測定との比較を通じてパイオアッセイの特 l

性把握を進める.
( 2 )有機臭素系灘燃剤を含む廃テレビ等の処理 ・リザイクルの実態在家電リサイ♂Jレ法施行前後で
把握し 可能性のある難燃剤の環境進入経路を洗い出すとともに、時系列的なフロー予測モデル殺
計に関する検討を行う a 有機臭素化合物の水系への環境進入実態や再資源化プロセスにおける実態
を把握するためのフィールド研究に取り組むとともに ラポスケールの活出試験や難燃加工プラス
チ γクに含まれる灘燃剤の熱分解及び臭化ダイオキンン額などの生成分解挙動実験を併せて行うこ

とにより、生成分解メカニズムに閲する研究にも着手するJ_~""'~_" ........~.................._.... ;~..... ."..，.___......._ "..，1 I 
( 3 )多成分の複雑な混合系である廃棄物ならびに循環資源に含まれる不揮発性成分を系統的に分別

し.L C/M Sで同定定置するためのシステムを開発するために 系統的な抽出 分画法の開発、
LC/MS分析システムの高感度化を行うとともに、未知物質問定のための誘導体化の研究に着手
するー廃棄物関連の実試料を対象に不揮発性物質の単離を行う.本年度からマススベヲトルの解析
ンステムの楠築のための基礎デ タ集積を開始する.

( 4 )ダイオキシン類や PCBなどの塩素系有害化学物質を高効率で無害化するために‘前年度に引 l

き続き ①加圧状態で熱水を利用した焼却灰中ダイオキシン類の抽出分解、②還元反応による脱嶺
素化分解、③OHラジ力ルによる酸化分解、④微生物による分解を、中心に新技術開発の観点から
基礎的研究を行う.

(1 )窒素、 リン除去機能を有さない単独処理浄化摘、既設合併処理浄化憎I~I由化脱窒能の高い腕分
灘活性汚泥;去及び吸着脱リン回収型のシステムを導入して高度合併処理浄化槽に改変する新たな技
術を消毒機能の向上及び建設 ・維持管理費の削減化を踏まえて開発する.

(2)し尿 ・生活雑排水等の液状廃棄物処理に貢献する有用微小動物のパイオリアクターへの定着化
及び有用硝化細菌等の分子生物学的手法を用いた迅速検出手法の開発を行う.

( 3 )アジア地域の開発途上国を視野に入れた省エネ 省コスト、省維持管理の可能なラグーンシス
テム並びに水生植物、水耕栽培値物及ぴ土l葺を用いた浄化法について‘窒素・リン除去速度及び有|
書アオコ増殖能の抑制効果等に関する解析を行う.
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政策対応型調査・研究

2 化学物質環境リスクに関する調査 ー研究

( 1 )曝露評価の高精度化、効率化

( 2)健康影響評価の高精度化、効率化

( 3 )生態影響評価手法の高精度化

( 4 )リスクコ ミ斗ーケーションの促進

平成 1 4 年度事業計画

( 4 )生ゴミアイスポーザー破砕物、植物残漬及び汚泥を対象として.物理化学的処理及び高効率コ
ンポス ト化、高温好気発酵プロセスを導入した資源、化システムの伎術開発を行う.

( 5 )生活系ー事業場系から排出される液状廃棄物の汚濁負荷原単位.藻類生産能力 (AG p)及び
湖沼シミュレーターによるアオコ増殖能の解析を行い 窒葉、リン削減に資する高度合併処理浄化
4曹等を面的盤備する上での評価を行う.

( 1 )昨年度、作成した河川モプルを実測デ タを用いて検証するとともに、環境リスヲ評価管理統
合システムに組み込む.
また、体内動態の組み込みを検討するため、関連デーヂの収集を行う.過去の化学物質の環境侵入
量を推定する手;去の慨念設計を行う。

( 2 )入手可能な限られた情報から化学物質の曝露量を1量定する手法開発に向けて、内外から収集し
た挙動予測モデル、物性予理IJ手法.生物濃縮性予測手法や毒性予測手法の肝価を行い、わが国の化
学物質審査に利用できる手法を摘出して検証を行う.また、モニタリングデータの統計解析に基づ
〈予;I'Jモデルを制作する.

(3) POPsの環境挙動に関する情報整備を行うとともに、モニヲリング結果の解析方法について
検討する.

( 4 )既存化学物質の嘩露に係る情報を収集 ・解析し、ヒトと生物に対する曝露評価を行う.

( 1 )遺伝的感受性要因を解明するための血液試料の採取を継続するとともに、試料から DNAを抽出
し、 PCR-RFLP;去を用いた遺伝多型解析を行う.慢性ヒ索中奇書発地区において採取した試料
についてヒ棄の形態分析を行うとともに、症状の発生と曝露要因や生，舌環境要因との関連を解析する.

( 2 )環横モニタリ ングへの適用を目指して変異原物質検出用遺伝子を組み込んだゼブラフィッシュ
を開発する.パイオアッセイの測定結果をモニタリング指標として活用するために、動物実験との
定量的な関係を求める実験を行う.

( 3 )作用機構を考慮した化学物質群ごとの複合曝露評価手法を検討し‘有害大気汚染物質への適用
を試みる.

( 4 )既存化学物質に関する有害性情報を収集デヲベ ス化するとともに、化学物質構造との閲
連を解析する.

( 1 )セスジユスリ力を用いた底質毒性試験法のリングァス卜を実施し、標準化を図る.
( 2 )収集した水生生物を中心とした生物影響デ タを生物種毎に整理 解析し、化学物質の種類と
生物種毎の影響の関連を探る.

( 1 )住民に分かりやすい情報加工方法を検討し PRTRデーヂを解析・公表する.
(2) PRTRデ一世の公表に関連して住民参加型会誠実験を実施し、リスウ情報の伝達における専
門家の役割を解明する.
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(別紙 4)知的研究基盤の整備の平成 14年度事業計画

知的研究基盤の整備 平 成 1 4 年度事業計画

1 環境標準獄料及び分析用標準物質の作製、 環境標準話料 本年度は重金属用の傑準試料を作製する.また、これまでに作製 保存した標準杭料
並びに環境試料の長期保存(スベシメン の分析保証値の安定性について精度管理を行う.
パンキング) 分析用標準物質 社会的に重要とされている標準物質を調査し‘調製の必要性を検討する.

環境試料の長期保存 これまでの収集、保存試料の保存の継続、並びに新たな事業として全国の大気、
二枚員等の環境試料の収集、保存を開始する.特に生物誌料については、液体重素上保存を前提
として、凍結粉砕，去を含む新たな試料前処理、均質化手;去を確立するとともに.保存性試験のた
めの分析も実施する.

2 環境測定に関する標準機関(リファレン 分析精度管理 本年度作製する試料の重金属についで複数の他の機関によるヲロスチェッヲを行い、
スラボラトリー)としての機能の確保 分析保証値を決定する.

微細藻類 14年度は 50株程度を目標として.他機関に保存されている株とのクロスチェック、特定
遺伝子の DNA塩基配列の解析を行う.また、これらのうち必要な株について、色素組成、微細
情造などを基穏とした分類学的解析を行い 保存株の分類学的位置の確認と標準株化を行う.

3 環境保全に有用な環境微生物の探索、収 環境微生物の収集保存 提供保存されていない種を中心として新たな微細藻類株の収集、分離、
集及び保存.試験用生物等の開発及び飼 培養株の確立を行う.また、，車結保存法の検討を行い‘ 30株程度を目標として凍結保存への移
膏栽培のための基本業務体制の整備. 行を実施する.他の保存機関との保存株の共有などの連携を行う体制を整備する.
並びに絶滅の危機に瀕する野生生物穫の 情報 保存株の情報をより多くの研究者に提供昔るために ホ ムベージの拡充を図る.また保存株
細胞 ー遺伝子保存 デ タベースの整備に着手する.

野生生物種の細胞遺伝子保存 絶滅危慎種である淡水藻類シャ ジヲ モおよびチスジノ リの保護栽培法
を確立する.絶滅危慎動物および水生生物についての情報を収集ネットワ ヲの整備および保存
体制を整備する.

4 地球環境の戦略的モニタリングの実施、 ( 1 )以下のとおり、戦略モニタリング・デタベースの整備を行う.
地球環境データベースの盤備、地球環昭電 1 地球温暖イヒ
研究の総合化及び支援 ①波照間島 港石岬における連続自動観測の継続、データの叩による公開.利用研究の公募.

②西太平，羊南北海洋性大気の観測の継続
③標準ガス 分析センターの整備
@シベリア上空 (3地点)の高度分布測定の継続と高頻度化・地上支援観測の整備
⑤⑥ 北太平洋および西太平洋の CQ，収支観測の継続

苫小牧 CQ，フラックスの観測継続、総合観，削拠点としての整備
⑦天壊における森林施行による炭素循環変化のモニタリング開始
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知的研究基盤の整備 平成 14 年度事業計画

2 成層圏オゾン減少

①② ILAS-IIのデータ処理運用システムの開発
っくばにおける成腐圏オゾンのミ リ波分光観測の継続と低高度観測への政良

③つく ばにおける円IRによる高分解能観測の立ち上げ
④陸別での成層圏オゾンのミ リ;産分光連続観測 ープリューワ分光穏による紫外線観測の継続
⑤有害紫外線観測ネットワークの本格始動

3 海洋 ー陸水環境
① GEMS/Walerのモニタリング継続と体制見直し

4 社会科学 ーその他の分野

①② 温室効果ガス排出シナリオデータベースの整備
炭素吸収源デ タベースの整備 ・衛星データの収集と解析

③東南アジア森林データ収集整備の継続
③ GRIDつくばのオリ ジナJレデ タの充実

( 2 )以下のとおり町地球環i毘研究の総合化および支援を行う@
1 地球環境研究の総合化

①地球環境研究の現状把握調査
② IGBP， WC円P、IHDPによる GlobalCarbon Cycleプロジ工ク卜への参加

2 地球環境研究成果の発信
①地球環噴研究センテ ニュースの発行(12回)
②③ ホームベージの充実 来客対応研究紹介視聴覚システムの立ち上げ

年報会議報告書の出版


